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正社員登用制度の整備とキャリアアップ

助成金 

◆４月１日から中小企業でも「同一労働同一賃

金」が義務化 

正社員と非正規社員の不合理な労働条件の

相違を禁止する「同一労働同一賃金」が、令和３

年４月１日から、中小企業に対しても義務化され

ます。 

具体的には、諸手当、賞与、退職金等の待遇

について不合理な相違があってはならないという

ものですが、昨年 10月に出された最高裁判決で

は、賞与や退職金について、不支給は不合理と

はいえないとの判断が示されたものもあります

（大阪医科薬科大学事件、メトロコマース事件）。 

 

◆注目される「正社員登用制度」 

上記メトロコマース事件では、原則勤続１年以

上の希望者全員が受験できる正社員登用制度

があり、原告である契約社員が、試験に２回失

敗し断念したことが、企業側は正社員登用の機

会を与えていたと判断され、結論に大きく影響し

たといわれています。 

一連の判決を受け、企業の一部には、賞与や

退職金について、正社員人材の確保・定着を目

的として設けているとして、非正規社員に対して

異なる扱いとする代わりに、正社員登用制度を

整備する動きも見られます。 

 

◆非正規社員の正社員化を進める際に活用で

きるキャリアアップ助成金 

キャリアアップ助成金は、雇用期間の定めが

ある非正規社員の企業内でのキャリアアップを

促進するため、正社員化等を実施した事業主に

対して助成金を支給する制度です。 

本助成金の正社員化コースでは、有期雇用

の非正規社員を正社員等に転換、または直接

雇用した場合に助成金が支給されますが、限定

正社員制度を新設した場合の加算措置がありま

す。具体的には、勤務地限定正社員制度、職務

限定正社員制度、短時間正社員制度（令和３年

度予算により４月１日から追加予定）が加算対

象とされます。 

 

◆段階的な正社員登用制度の構築がおススメ 

これまで正社員登用制度のなかった企業にお

いて、一直線に正社員への登用制度を整備する

のは、人件費の面で負担増となることも考えられ

ます。また、在籍中の契約社員やパートタイマー

に正社員志望者がいなければ、設ける意味があ

りません。 

優秀な人材を確保したいという企業において、

すでに実績がある非正規社員に正社員になって

もらうというのは有効な方法の１つですので、上

記で紹介した限定正社員制度の導入から始め

て、段階的に正社員登用制度の構築を進めて

みてはいかがでしょうか。 

 

パート・有期社員待遇改善、どのくらい進

んでいますか？～ 

◆パートタイム・有期雇用労働法の施行 

同一企業内における正社員（無期雇用フルタ

イム労働者）とパートタイム労働者・有期雇用労

働者との間の不合理な待遇の差をなくすため、
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2020年 4月にパートタイム・有期雇用労働法（以

下、パート・有期雇用労働法という）が施行され

ました。中小企業への適用は、2021 年 4 月 1 日

からとなっています。 

◆待遇差の理由等についてどの程度、説明でき

るか 

パート・有期雇用労働法では、本人からの求

めがあれば、正社員とパート・有期との待遇差の

理由等を説明しなければならなりません。 

「大半の待遇差を、説明できると思う」との回

答は、パート・有期雇用労働法等について「内容

まで知っている」企業では 69.3％に上りましたが、

内容がわからないなどとした企業では、45.1％に

とどまっていました。 

◆待遇差をなくすための取組み 

正社員・正職員とそれ以外の労働者との間の

不合理な待遇差をなくすためにこれまでに取り

組んだ内容および今後取り組む予定の内容もま

とめられています。 

その中で、今後に行う予定とした割合のほう

が多かった取組みとしては、次のものが挙がっ

ています。 

・退職金の導入や、退職金の算定方法等の見

直し 

・諸手当の導入や、算定方法等の見直し 

・派遣労働者に係る制度や活用のあり方の見直

し 

基本的な賃金の算定方法や算定要素の見直

し等は当然として、上記のような点も今後の取組

みとして意識する必要があるでしょう。 

 

この調査はパート・有期雇用労働法の施行前に

実施されたものですが、自社の現状としてはどう

でしょうか。調査は賃金や賞与、手当や休暇制

度等についての動向がわかる内容となっていま

すので、今後の取組みのために参考にしてみて

はいかがでしょうか。 

【労働政策研究・研修機構「『パートタイム』や

『有期雇用』の労働者の活用状況等に関する調

査結果 企業調査編」】 

https://www.jil.go.jp/institute/research/2021/2

07-1.html 

 

 

2021 年度卒業・修了予定者等の採用活

動の留意点～厚労省要請 

◆厚生労働省等からの要請事項 

2021 年度卒業・修了予定者等を対象とした

就職・採用活動については、３月１日より企業の

広報活動の開始、６月１日から採用選考活動の

開始が予定されているところですが、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大を防止し、学生等が安心

して就職活動に取り組める環境を整備すること

が求められています。そのため、文部科学省・厚

生労働省・経済産業省から経団連宛てに、2021

年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関

する要請が出されました（2 月 19 日）。要請に

は、これからの企業の採用活動にあたって留意

していただきたい事項がまとめられていますの

で、確認していきましょう。 

 

◆オンラインによる企業説明会や面接・試験を

実施する際の留意点 

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止のた

め、オンラインによる企業説明会や面接・試験の

実施が可能な企業については、オンラインを積

極的に活用し、その旨を情報発信する。また、②

オンラインを活用する際は、通信手段や使用

ツールなど、どのような条件で実施するかについ

て、事前に明示し、学生が準備する時間を確保

する。③通信環境により、音声・映像が途切れる

場合等には、学生等が不安にならないよう対応

する。④オンライン環境にアクセスすることが困

難な学生等に対しては、対面や他の通信手段に

よる企業説明会や面接・試験も併せて実施す

る、ことを要請しています。 

 

◆対面による企業説明会や面接・試験を実施す

る際の留意点 

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、

いわゆる３密（密閉空間、密集場所、密接場面）

になることのないよう、広報活動日程および採用

選考日程を後倒しにするなど柔軟な日程の設定
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や、秋採用・通年採用などによる一層の募集機

会の提供を行うことを要請しています。 

 

◆その他学生等への配慮 

学生等が発熱等のやむを得ない理由により、

企業説明会をはじめ、面接・試験に出席できな

いことがあっても、その後の採用選考に影響を

与えることがないようにし、また、その旨を積極

的に情報発信するよう要請しています。 

 

◆新卒者等の採用維持・促進に向けた取組み

（企業への支援） 

また、政府は、新型コロナウイルス感染症の

影響により厳しい事情を抱えている新卒者等や

企業に対しての採用維持・促進に向けた取組み

をすすめています。企業に対する支援としては、

新卒採用等による人材確保等への投資促進

（令和３年度税制改正事項）や、新卒採用を継

続する地域の魅力ある中堅・中小企業の公表、

新卒者等と採用意欲のある中小企業とのマッチ

ング促進などがあります。 

 

コロナ禍における働き方の変化と求職者

の企業選びへの影響 

◆変化を余儀なくされた働き方の概念 

新型コロナウイルス感染症の蔓延は、企業が

従業員の働き方を考えるうえで、大きな影響を

与えました。二度の緊急事態宣言などをきっか

けに、「出社して働く」というこれまで当然のよう

に続いていた働き方の概念も、劇的に変化しま

した。特に、これまでテレワークなどにまったく取

り組んでこなかった中小企業にとって、ここ１年

の労働環境の急変は、インパクトの大きいもの

だったはずです。 

 

◆企業選びにも変化が 

一方、このような働き方の変化がもはや日常

化するなかで、労働者の意識も徐々に変化して

きているようです。 

「コロナ禍での企業選びの軸の変化」に関するア

ンケートによれば、４割が「コロナ禍で企業選び

の軸が変わった」と回答したそうです。特に重視

するようになった企業選びの軸としては、上位か

ら「希望の働き方（テレワーク・副業など）ができ

るか」（42％）、「企業・事業に将来性があるか」

（38％）、「勤務時間・休日休暇・勤務地が希望

に合うか」（35％）が挙がっており、年代別にポイ

ント差があったものとして、「希望の働き方（テレ

ワーク・副業など）ができるか」（20 代：47％、30

代：47％、40 代以上：35％）、「経験・スキルが活

かせるか」（同：8％、11％、18％）が挙がっていま

す。 

【エン・ジャパン「『コロナ禍での企業選びの軸の

変化』調査」】 

 

【令和３年５・６月の雇用調整助成金・休業

支援金等の取り扱い】 

3 月 25 日、厚生労働省は、令和３年５月以降の

雇用調整助成金・休業支援金等の取扱いにつ

いて明らかにしました。 

【雇用調整助成金等】 

●４月末迄 

→現行の特例措置を継続 上限：15,000 円/日 

助成率：中小企業 最大 10/10  

●５・６月 

→現行から段階的に縮減 上限：13,500 円/日 

助成率：中小企業 最大 9/10（原則） 

 最大 10/10（地域特例・業況特例） 

 

事務所よりひとこと 

桜も満開となり、歓送迎会の時期となりました

が、今年もお花見は見るだけとなりそうです。 

緊急事態宣言は解除となりましたが、ワクチン

接種も遅れているようで、まだまだこの状況は変

わりそうにありません。今は我慢と言い続けて久

しいですが、あのスペイン風邪も終息したと考え

ると、本当の春は必ず来ると思います。 

それまでもう少し、コロナに罹らない・広げない

生活を心掛ける必要がありそうです。（武瀬） 


